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令和２年８月 

熊 本 国 税 局 

 

令和元年度 租税滞納状況について 

 

 熊本国税局では、適正かつ公平な徴収を実現するため、期限内収納の確保に努める

とともに、滞納となったものについては、納税者個々の実情を踏まえながら、法令等

に基づき、納税の猶予等の適用や滞納処分を実施するなどして確実な徴収に努めてい

ます。 

 特に、新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困難な方々に対しては、法令

等に基づき、納税の猶予等の納税緩和措置を迅速かつ柔軟に適用するなど、引き続き、

適切に対応しています。 

今般、令和元年度 租税滞納状況がまとまりましたので、報告します。 

（注）１ 滞納とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたものをいいます。 

２ 新たに施行された「納税の猶予制度」の適用を受けた国税は、滞納に含まれません。 

 

                                   

（単位：百万円） 

 Ａ 

平成３０年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（前期繰越額） 

Ｂ 

 

新規発生 

滞納額 

Ｃ 

 

整理済額 

Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ) 

令和元年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（次期繰越額） 

全税目 
(95.5％) 

１６，０２９ 

(81.6％) 

１５，８３３ 

(87.0％) 

１７，５３１ 

(89.4％) 

１４，３３１ 

 所 得 税 ６，９０５ ３，２１７ ３，６１６ ６，５０６ 

 内 源泉所得税 １，５１０ ７６６ ７３７ １，５３９ 

 内 申告所得税 ５，３９５ ２，４５１ ２，８７９ ４，９６７ 

法 人 税 １，８３７ １，８６２ ２，０５４ １，６４５ 

相 続 税 ３１６ ３０３ ３４６ ２７３ 

消 費 税 ６，９０４ １０，３５６ １１，４２６ ５，８３４ 

その他税目 ６７ ９５ ８９ ７３ 

（注） １ （ ）内の数値は、対前年度比です。 

    ２ 地方消費税を除いています。 

    ３ 令和２年４月及び令和２年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度 

（納税義務が成立した日の属する年度）が令和元年度所属となるものを含んでいます。 

４ 各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。 

○ 令和元年度租税滞納状況 



 - 2 - 

１ 滞納整理中のものの額（滞納残高） 

令和元年度末における滞納整理中のものの額（滞納残高）は、１４３億３１百万

円となりました。 

（平成３０年度（１６０億２９百万円）より１６億９８百万円（１０．６％）減少） 
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（注） １ 地方消費税を除いています。 

２ 各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。 

 

 

 

 

○ 滞納整理中のものの額の推移 

源泉所得税 

１，５３９百万円 

申告所得税 

４，９６７百万円 

法人税 

１，６４５百万円 

相続税 

２７３百万円 

消費税 

５，８３４百万円 

その他税目 

７３百万円 

○ 滞納整理中のものの額（滞納残高）は、平成３０年度に続き、２年連続で減少しま

した。 
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２ 新規発生滞納額 

期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の

実施など、滞納の未然防止に努めた結果、令和元年度の新規発生滞納額は、１５８

億３３百万円となりました。 

 （平成３０年度（１９４億円）より３５億６７百万円（１８．４％）減少） 

 （注）新型コロナウイルス感染症への対応として、①確定申告の期限及び納期限が延長され、

一部の督促状の送付が翌年度に繰り越されたこと、②納税の猶予が適用され、督促状の送

付が保留されたことなどの影響があります。 

 

 

 

こ の う ち 、 消 費 税 に つ い て は 、 １ ０ ９ 億 円 と な っ て い ま す 

18,694

17,341
17,685

15,342

17,050

19,816

16,548

19,64719,400

15,833

0

5,000

10,000

15,000

20,000

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

(百万円)

(年度)

    

（注） １ 地方消費税を除いています。  

２ 各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。 

○ 新規発生滞納額の推移 

源泉所得税 

７６６百万円 

申告所得税 

２，４５１百万円 

法人税 

１，８６２百万円 

相続税 

３０３百万円 

消費税 

１０，３５６百万円 

その他税目 

９５百万円 
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なお、令和元年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１５８億３３百万円）／徴

収決定済額（１兆２，１５８億１２百万円））は１．３％で、平成３０年度     

（１．６％）を、０．３ポイント下回りました。 

 

（注） 徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 地方消費税を除いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 滞納発生割合の推移  

 

 

 （年度） 

（％） 
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３ 整理済額 

  滞納については、集中電話催告センター室において、新規発生滞納事案を幅広く

所掌して、早期かつ集中的に電話催告等を行い、効果的・効率的な滞納整理を行う

ほか、国税局や税務署の徴収担当部署においては、納税者個々の実情を踏まえなが

ら、法令等に基づき、確実な徴収に努めました。 

  その結果、令和元年度の整理済額は、１７５億３１百万円となりました。 

 （平成３０年度（２０１億６２百万円）より２６億３１百万円（１３．０％）減少） 

  なお、令和２年３月からは新型コロナウイルス感染症の影響により、納税が困難

な方に対して、猶予制度の適用を優先して行いました。 

 

【ポイント】 

 

 

 

  

    
（注）１ 地方消費税を除いています。 

２ 各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。 

 

○ 整理済額の推移 

源泉所得税 

７３７百万円 

申告所得税 

２，８７９百万円 

法人税 

２，０５４百万円 

相続税 

３４６百万円 

消費税 

１１，４２６百万円 

その他税目 

８９百万円 

○ 整理済額（１７５億３１百万円）は、新規発生滞納額（１５８億３３百万円）を１６

億９８百万円上回りました。 
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（参考１） 

 

 

 

 

（注） 地方消費税を除いています。 

 

 

○ 全税目 

対前年度比 

８９．４％ 

滞納整理中のものの額（滞納残高）の推移 
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○ 消費税 

(注)  地方消費税を除いています。 

対前年度比 

８４．５％ 



区分

（ 103.2% ）

16,630

（ 118.7% ）

19,647

（ 121.6% ）

19,486

（ 101.0% ）

16,791

（ 101.0% ）

16,791

（ 98.7% ）

19,400

（ 103.5% ）

20,162

（ 95.5% ）

16,029

（ 95.5% ）

16,029

（ 81.6% ）

15,833

（ 87.0% ）

17,531

（ 89.4% ）

14,331

29
（ 93.0% ）

1,564

（ 142.1% ）

868

（ 117.3% ）

854

（ 100.9% ）

1,578

30
（ 100.9% ）

1,578

（ 107.0% ）

929

（ 116.7% ）

997

（ 95.7% ）

1,510

元
（ 95.7% ）

1,510

（ 82.5% ）

766

（ 73.9% ）

737

（ 101.9% ）

1,539

29
（ 97.8% ）

6,510

（ 119.7% ）

3,153

（ 127.1% ）

3,534

（ 94.1% ）

6,129

30
（ 94.1% ）

6,129

（ 96.5% ）

3,042

（ 106.8% ）

3,776

（ 88.0% ）

5,395

元
（ 88.0% ）

5,395

（ 80.6% ）

2,451

（ 76.2% ）

2,879

（ 92.1% ）

4,967

29
（ 147.8% ）

1,380

（ 176.6% ）

2,087

（ 226.4% ）

1,666

（ 130.5% ）

1,801

30
（ 130.5% ）

1,801

（ 82.2% ）

1,715

（ 100.8% ）

1,679

（ 102.0% ）

1,837

元
（ 102.0% ）

1,837

（ 108.6% ）

1,862

（ 122.3% ）

2,054

（ 89.5% ）

1,645

29
（ 64.0% ）

242

（ 142.0% ）

345

（ 82.1% ）

311

（ 114.0% ）

276

30
（ 114.0% ）

276

（ 110.1% ）

380

（ 109.3% ）

340

（ 114.5% ）

316

元
（ 114.5% ）

316

（ 79.7% ）

303

（ 101.8% ）

346

（ 86.4% ）

273

（ 107.2% ）

6,772

（ 110.2% ）

13,005

（ 113.3% ）

12,859

（ 102.2% ）

6,918

（ 102.2% ）

6,918

（ 101.8% ）

13,241

（ 103.1% ）

13,255

（ 99.8% ）

6,904

（ 99.8% ）

6,904

（ 78.2% ）

10,356

（ 86.2% ）

11,426

（ 84.5% ）

5,834

29
（ 115.7% ）

162

（ 245.5% ）

189

（ 476.4% ）

262

（ 54.9% ）

89

30
（ 54.9% ）

89

（ 49.2% ）

93

（ 43.9% ）

115

（ 75.3% ）

67

元
（ 75.3% ）

67

（ 102.2% ）

95

（ 77.4% ）

89

（ 109.0% ）

73

外　1,831

外　1,826

　　　 ３　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため、合計とは一致しない場合があります。

そ
の
他
税
目
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税
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得
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人
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（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

外　1,778

元

外　1,831 外　2,799 外　3,077 外　1,553

外　2,799

消
費
税

29

（参考２）

Ａ　前年度 Ｂ

外　3,077 外　1,553

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

外　1,826 外　3,568

30

外　3,568

（単位：百万円）

Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

外　1,778

滞納整理中のものの額

外　3,505 外　3,457

新規発生滞納額

Ｃ

整　理　済　額

外　3,563

外　3,563

滞納整理中のものの額

外　3,505 外　3,457 外　1,826

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

外　1,826

税目

外　1,831
全
税
目
合
計

元

29

30

外　1,831

税目別の租税滞納状況
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令和元年度租税滞納状況について 

（熊本県） 

 

 

 

 

 

                                                                   （単位：百万円） 

 Ａ 

平成３０年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（前期繰越額） 

Ｂ 

 

新規発生 

滞納額 

Ｃ 

 

整理済額 

Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ) 

令和元年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（次期繰越額） 

全税目 
（98.0％） 

５，５１４ 

（94.9％） 

５，７４２ 

（89.0％） 

５，４８５ 

（104.6％） 

５，７７０ 

 所 得 税 ２，７６７ １，３４７ １，０５０ ３，０６５ 

 内 源泉所得税 ５５０ ３４４ ２６６ ６２７ 

 内 申告所得税 ２，２１７ １，００３ ７８３ ２，４３７ 

法 人 税 ２６６ ７５６ ５２４ ４９８ 

相 続 税 ２０９ １５２ １８１ １８０ 

消 費 税 ２，２６０ ３，４５１ ３，７０５ ２，００５ 

その他税目 １１ ３６ ２５ ２２ 

（注） １ 「滞納」とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたものをいいます。 

２ 新たに施行された「納税の猶予制度」の適用を受けた国税は、滞納に含まれません。 

３ （ ）内の数値は、対前年度比です。 

４ 地方消費税を除いています。 

    ５ 令和２年４月及び令和２年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度 

度（納税義務が成立した日の属する年度）が令和元年度所属となるものを含んでいます。 

６ 各々の計数で四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。 

 

 

 

○ 令和元年度租税滞納状況 



 

 

 

令和元年度租税滞納状況について 

（大分県） 

 

 

 

 

 

                                                                    （単位：百万円） 

 Ａ 

平成３０年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（前期繰越額） 

Ｂ 

 

新規発生 

滞納額 

Ｃ 

 

整理済額 

Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ) 

令和元年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（次期繰越額） 

全税目 
（105.6％） 

３，５０１ 

（79.8％） 

３，３３９ 

（97.4％） 

３，８９４ 

（84.1％） 

２，９４６ 

 所 得 税 １，３２３ ５９８ ６３０ １，２９１ 

 内 源泉所得税 ３０８ １９０ １５５ ３４３ 

 内 申告所得税 １，０１５ ４０８ ４７５ ９４７ 

法 人 税 ６１６ ３６２ ６３６ ３４２ 

相 続 税 ３２ ５２ ５１ ３３ 

消 費 税 １，５０４ ２，３０７ ２，５４４ １，２６６ 

その他税目 ２６ ２０ ３２ １４ 

（注） １ 「滞納」とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたものをいいます。 

２ 新たに施行された「納税の猶予制度」の適用を受けた国税は、滞納に含まれません。 

３ （ ）内の数値は、対前年度比です。 

４ 地方消費税を除いています。 

    ５ 令和２年４月及び令和２年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度 

度（納税義務が成立した日の属する年度）が令和元年度所属となるものを含んでいます。 

６ 各々の計数で四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。 

 

 

 

 

○ 令和元年度租税滞納状況 



 

 

 

令和元年度租税滞納状況について 

（宮崎県） 

 

 

 

 

 

（単位：百万円） 

 Ａ 

平成３０年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（前期繰越額） 

Ｂ 

 

新規発生 

滞納額 

Ｃ 

 

整理済額 

Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ) 

令和元年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（次期繰越額） 

全税目 
（93.6％） 

３，２９９ 

（72.3％） 

２，６９６ 

（88.6％） 

３，５０３ 

（75.5％） 

２，４９１ 

 所 得 税 １，３７９ ４５４ ８６４ ９６９ 

 内 源泉所得税 ３５８ ９８ １３６ ３２０ 

 内 申告所得税 １，０２０ ３５６ ７２７ ６４９ 

法 人 税 ６１７ ３４９ ４３１ ５３５ 

相 続 税 ３５ ４０ ５４ ２１ 

消 費 税 １，２５０ １，８３０ ２，１３８ ９４２ 

その他税目 １９ ２３ １８ ２４ 

（注） １ 「滞納」とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたものをいいます。 

２ 新たに施行された「納税の猶予制度」の適用を受けた国税は、滞納に含まれません。 

３ （ ）内の数値は、対前年度比です。 

４ 地方消費税を除いています。 

    ５ 令和２年４月及び令和２年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度 

度（納税義務が成立した日の属する年度）が令和元年度所属となるものを含んでいます。 

６ 各々の計数で四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。 

 

 

 

○ 令和元年度租税滞納状況 



 

 

 

令和元年度租税滞納状況について 

（鹿児島県） 

 

 

 

 

 

                                                                   （単位：百万円） 

 Ａ 

平成３０年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（前期繰越額） 

Ｂ 

 

新規発生 

滞納額 

Ｃ 

 

整理済額 

Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ) 

令和元年度末 

滞納整理中 

のものの額 

（次期繰越額） 

全税目 
（85.9％） 

３，７１５ 

（74.6％） 

４，０５７ 

（76.9％） 

４，６４９ 

（84.1％） 

３，１２３ 

 所 得 税 １，４３６ ８１６ １，０７１ １，１８１ 

 内 源泉所得税 ２９４ １３３ １７９ ２４８ 

 内 申告所得税 １，１４３ ６８３ ８９２ ９３３ 

法 人 税 ３３９ ３９５ ４６４ ２７０ 

相 続 税 ３９ ６０ ６０ ３９ 

消 費 税 １，８９０ ２，７６９ ３，０３８ １，６２１ 

その他税目 １１ １７ １６ １３ 

（注） １ 「滞納」とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたものをいいます。 

２ 新たに施行された「納税の猶予制度」の適用を受けた国税は、滞納に含まれません。 

３ （ ）内の数値は、対前年度比です。 

４ 地方消費税を除いています。 

    ５ 令和２年４月及び令和２年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度 

度（納税義務が成立した日の属する年度）が令和元年度所属となるものを含んでいます。 

６ 各々の計数で四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。 

 

 

 

○ 令和元年度租税滞納状況 


